


【ポイント】 

 〇等価尺度法を用いた日本の子育て費用の計測 

〇1993 年－1999 年までの期間から 2003 年－2009 年までの期間にかけて，2 歳以下の子育て

費用が大幅に上昇していることを発見 

〇就学前の子供を持つ世帯に対する手当てを優先的に拡充するべきであるという政策的含意 

 

【研究背景】 

 日本における子育てを取り巻く経済的環境は過去数十年間で大きく変化しました。例えば，

女性の 4 年制大学への進学率は 1983 年には 12.2%であったのに対して，1993 年には 19.0%，

2003 年には 34.4%にまで上昇しています（文部科学省「学校基本調査」）。また，25 歳から 34 

歳女性の就業率は 1993 年には 56.3%であったのに対して，2013 年では 70.8%と 14.5%も上昇し

ています（総務省「労働力調査」）。そして，保育園に在籍する 0 歳から 2 歳の子供の割合は 1995

年には 13%であったのに対し，2013 年には 27%と 2 倍以上に増加しています。これらの変化は

保育サービスを利用する機会を増やすことを通じて，子育て世帯の経済的負担を増加させてき

たと予想されます。 

これらの状況に鑑みると，子育て世帯の経済的負担の一部を社会全体で担うことを目的とし

た子育て支援政策も，子育て環境の変化に合わせて変える必要があると言えます。特に近年で

は，子育て支援政策には少子化対策としての役割も期待されているため，より適切な政策の実

施が期待されています。しかしながら，過去に行われた子育て支援政策の変化が適切なもので

あったと言うことはできません。例えば，代表的な子育て支援政策の一つである児童手当は，

子育て世帯への経済的支援の必要性に応じて，70 年代から現在に至るまで何度も手当て支給額

の増額がなされてきましたが，なぜその額が望ましいのかという根拠は薄く，これまでの制度

変更が適切であったと断言することはできません。子育て環境の変化に合わせて，より適切に

子育て支援政策を設計するためには，子育て費用の時間を通じた変化を計測することが必要不

可欠であると言えます。 

そこで本研究では，日本における子育て費用の時間を通じた変化を計測することで，子育て

を取り巻く経済環境の変化を数量的に評価しました。具体的には，バブルが崩壊し，日本経済

が失われた 20 年に入った時期に当たる 1993 年から 1999 年までの期間から，その 10 年後に当

たる 2003 年から 2009 年までの期間にかけての子育て費用の変化を統計的に計測しました。 

 

【研究内容】 

等価尺度法 

子育て費用の推計方法にはいくつかの方法がありますが，本研究では等価尺度を用いた計測

を行いました。等価尺度とは，家族構成が異なる家計が同一の生活水準を達成するために必要

な支出の差を表します。子育て費用を計測する場合には，夫婦だけの世帯に子供が一人加わっ

た時に，子育て世帯の夫婦が以前と同様の生活水準を達成するためにはどれだけの追加的な支

出が必要かを計測し，それを子育て費用とする方法です。家計の消費には住居や冷蔵庫，洗濯

機など家族が共同で消費する財が存在するために「規模の経済性」が存在します。等価尺度を

用いることでこの規模効果をコントロールできるという理由から，子育て費用の計測法として

は等価尺度を用いた方法が最も一般的です。 
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